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Ⅰ 総 論　 

１ 計画改訂の背景及び趣旨 

わが国における急速な少子化の進行対策並びに家庭を取り巻く環境の変化にかんがみ、　　

平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法が成立しました。この次世代育成支援対策推進法

の成立により、次世代育成の総合的かつ効果的な推進を図るため、企業（常勤の労働者数が

301 人以上）においては一般事業主行動計画の策定が義務付けられ、国や地方公共団体の機

関においても、職員を雇用する事業主の立場から特定事業主行動計画を策定することが義務付

けられました。本市においても、この法律の基本理念にのっとり、次代の社会を担う子どもが

健やかに生まれ、かつ、育成できる雇用環境の充実を図る「鹿沼市特定事業主行動計画（以下

（行動計画）という。）」を策定し、次世代育成支援対策に取り組んできたところです。 

次世代育成支援対策推進法の有効期限が令和 17 年３月３１日まで延長され、第１～４期行

動計画（平成１７年度から２１年度、平成２２年度から２６年度、平成２７年度から令和元年

度、令和２年度から６年度）の検証のため、全職員にアンケートを実施し、その結果を基に第

４期行動計画を見直し、令和７年度から１１年度までの第５期行動計画を策定したものです。 

 

２ 計画の内容及び取組体制 

計画の策定に当っては、次世代育成支援対策推進法第７条第１項により定められた行動計画

策定指針の基本的視点を踏まえ、（１）職員の仕事と生活の調和の推進、（２）職員の仕事と子

育ての両立の推進、（３）機関全体での取組み、（４）本市の実情を踏まえた取組み、（５）社

会全体による支援を基本とし、第 5 期としての計画期間、並びに次世代育成支援対策の実施

により達成しようとする目標とその実施内容・実施時期の計画を策定したものです。 

この計画は、各執行機関等（※）の職員を対象とし、各執行機関等で連携を図りながら、計

画の実施に取り組んでいきます。 

※ 各執行機関等一覧 

鹿沼市長、鹿沼市議会議長、鹿沼市選挙管理委員会、鹿沼市代表監査委員、鹿沼市公平委

員会、鹿沼市農業委員会、鹿沼市教育委員会、鹿沼市水道事業管理者、鹿沼市消防長※ 

　※鹿沼市消防長については市規則において特定事業主として規定してはいませんが、鹿沼

市消防本部の職員も計画の対象とし、鹿沼市職員全員で取り組んでいきます。 

 

３ 行動計画策定に伴うニーズ調査 

第１～４期計画の検証と併せて、様々な職員ニーズを把握し、必要な勤務環境の整備を効率

的に実施するためアンケート調査を行いました。 

○実 施 時 期　　令和７年４月　　　　○調査対象者　　鹿沼市全職員　 

○回　収　率　　７５．０％（前回：８６．８％に比べ１１．８ポイント減少）  
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Ⅱ 行動計画内容　 

１ 職員の勤務環境に関するもの 

アンケートにおいて、育児休業等制度、特別休暇制度の認知度は上がってきていますが、取

得しづらいという声が多く上がりました。その意見を踏まえた上で第５期の計画を策定しまし

た。 

また、これらの休暇や休業については、適切に対応することができれば、特定の職員に頼ら

ない、チームとして柔軟・効率的に機能する職場となるきっかけともなり得るものであります

ので、対象職員本人はもとより管理職員を始め職員全体が十分理解し、指導、アドバイス、相

互のフォローが重要であるため、周知や制度の推進を図るために、管理職員を対象に説明会や

研修等を実施し、職場環境の整備を図っていきます。 

 

（１）妊娠中及び出産後における配慮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

①　母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度（妊娠中の職

員が保健指導及び健康診査を受ける場合の特別休暇、深夜勤務及び時間外勤務の制限

等）について、パンフレットや職員のしおり等により周知徹底を図ります。そのパン

フレットには、出産費用の給付等についての説明も盛り込み、経済的な支援措置につ

いても周知します。また、妊娠中の職員や配偶者が妊娠している職員などに対しては

個別に説明します。 

②　特に妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、所属において必要に応じ業務分担の見直し

を行います。 

③　妊娠中の職員に対しては、原則として超過勤務を命じないこととします。やむを得ず

命令する場合は、職員の健康や安全に十分に配慮してください。 

④　衛生管理者による健康に関する相談を本人の希望に沿って行うなど、充実を図ってい

きます。 

 

（２）男性の子育て目的の休暇の取得の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

①　子育ての始まりの時期に親子の時間を大切にし、子どもを持つことに対する喜びを実

感するとともに出産後の配偶者を支援するため、男性職員が取得できる子どもが生ま

れた時の配偶者出産休暇並びに妻の産後等の期間中の育児参加休暇について周知し、

これら休暇の取得を促進します。 

【令和１１年度目標取得率：配偶者出産休暇…８０％、育児参加休暇…６０％】 

（配偶者出産休暇６７．７％、育児参加休暇…５１．６％　Ｒ５年度末実績） 

②　このような休暇等を取得することについて、職場における理解が得られるための環境

づくりを推進します。 

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

第１～４期において、育児短時間勤務制度の導入や部分休業の取得条件の拡大など育児休

業等の整備を図ってきました。引き続き第５期においても、制度の充実を図ると共に、取得

しやすい環境づくりを目指します。 

ア　男性職員の育児休業等の取得促進に重点を置いた育児休業及び部分休業制度等の周知 

①　男性職員の育児休業、育児短時間勤務又は部分休業の取得率が非常に低いため、それ

らの制度を男性職員も取得できることについて周知し、男性職員の育児休業等の取得
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の促進と理解不足解消に努めます。 

②　育児休業等の制度の趣旨及び内容や休業期間中の育児休業手当金の支給等の経済的

な支援措置については、全庁的に周知するとともに、原則、個別に対象職員全員に対

し説明を行います。 

③　夫婦共に育児休業が取得できる、また妻が専業主婦であっても育児休業が取得できる

環境づくりを進めます。 

イ　育児休業等経験者に関する情報提供 

①　育児休業等の制度をまとめたパンフレット等を作成するにあたっては、育児休業等を

実際に取得した職員の体験談をまとめた記事も掲載することにより、育児休業等を取

得することのメリットを周知するとともに、育児休業等の取得を希望する職員の不安

の軽減を図ります。 

ウ　育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

①　育児休業の取得申出があった場合、事例ごとに当該部署において業務分担の見直しや

補充人員の異動、会計年度任用職員等の配置等を行います。 

②　当該部署に担当部署から育児休業等の制度の趣旨を徹底させ、職場の意識改革に努め

ます。 

③　アンケートの結果、育児休業等を取得する際に、上司や職場への理解、仕事の調整な

どに苦慮されている方が多くいましたので、取得計画の作成などにより、周囲の職員

への負担を軽減させる体制を整えます。また、上司から対象者へ声かけをするよう管

理職員へ促すことにより、取得しやすい雰囲気の醸成に努めます。 

エ　育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

①　復職時への不安を解消するため、休業中の職員に対する業務に関する情報提供を行う

とともに、引き続き復職時におけるＯＪＴ研修等の充実をはかります。 

②　原則として、育児休業中の異動はしないものとし、復職時における負担の軽減を図り

ます。 

オ　子育てを行う職員の活躍推進に向けた取組 

①　育児休業中の職員に対する情報提供・能力開発などの円滑な職場復帰の支援等による

両立支援制度を利用しやすい環境の整備 

②　子育て中の職員の活躍推進や仕事と生活の調和の推進に関する管理職研修等の取組 

 

◆　以上のような取組みを通じて、育児休業等（育児休業、育児短時間勤務、部分休業）の

取得率の目標を以下の通りとします。（目標達成年度：令和１１年度） 

（育児休業取得率　男性４５．２％　女性１００％　R５年度末実績） 

 

（４）超過勤務の縮減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

ア　小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の、深夜勤務及び超過勤務の制限の　

制度の周知をしていきます。 

イ 一斉定時退庁日等の実施 

①　アンケートの結果、「イクボスの日」は 7 割以上の職員が毎週実施していることより

定着していると考えられますが、引き続き庁内電子回覧等による注意喚起を図るとと

 育児休業 育児短時間勤務、部分休業

 男性 ２週間以上８５％（消防部門８５％） ５％

 女性 １００％ １００％
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もに、管理職員が定時退庁を率先して行うようにします。 

 

②　定期的な調査により、定時退庁ができない職員が多い部署を人事担当課が把握し、　

管理職員への指導の徹底を図ります。 

 

ウ　超過勤務の縮減のための意識啓発等 

①　部局・課等ごとの超過勤務の状況を、引き続き人事担当課で把握し、超過勤務の多い

職場の管理職からのヒアリングを行った上で、注意喚起を行うとともに、状況の改善

を図ります。 

②　超過勤務の特に多い職員の状況を把握して幹部職員に報告し、幹部職員の超過勤務に

関する認識の徹底を図ります。 

エ　過重労働による健康障害防止対策の推進 

①　超過勤務の多い職員に対する健康診断の実施等健康面における配慮を充実させてい

きます。 

②　長時間の超過勤務者に対する弾力的な勤務時間の運用等の配慮を指導します。 

 

◆　以上のような取組みを通じて、全ての職員が１年間の超過勤務時間数について、働き方

改革関連法の施行に伴う上限時間の３６０時間以下の範囲内の達成に努めます。 

 

（５）休暇の取得の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

働き方改革関連法の施行により、年５日以上の年次有給休暇の取得に努めておりますが、

アンケートの結果、９割近くは年次休暇の計画的取得ができた（できる予定）との回答状況

でしたので、引き続き以下の取り組みを推進します。 

ア　年次休暇等の取得の促進 

①　管理者に対して、部下の年次休暇の取得状況を把握させ、計画的な年次休暇の取得の

指導を進めていきます。 

②　各職場の実情に応じ、年次休暇の計画表の作成及び職場の業務予定の職員への早期周

知を図ることにより、職員の計画的な年次休暇の取得促進、確実な年５日以上の年次

有給休暇の取得を図っていきます。 

③　月・金曜日を組み合わせて年次休暇を取得し、週休日と合わせた連続休暇の取得促進

を図っていきます。 

④　年１回、国民の祝日や夏季休暇やリフレッシュ休暇と合わせて年次休暇を利用した　

５日間程度の連続休暇の取得促進を図ります。 

⑤　職員及びその家族の誕生日等の記念日や子どもの学校行事等、家族との触れ合いのた

めの年次休暇等の取得促進を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 年度 R１ R２ R３ R４ R５

 １人あたり平均 

年間超過勤務時間
１８０時間 １５２時間 １５２時間 １６７時間 １６０時間　
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◆ 以上のような取組みを通じて年次休暇の計画期間内平均取得率の１０％増加を目指します。 

　　【下記期間内平均取得率：３４．２％　⇒　目標値４５％】 

 

イ　子の看護休暇、短期看護休暇等の特別休暇の取得の促進 

子の看護休暇、短期看護休暇等の特別休暇を周知徹底するとともに、その取得を希望す

る職員に対して、１００％取得できる体制作りを図っていきます。 

　ウ　子の看護休暇の範囲拡充 

　　　子の看護休暇は未就学児の子の看護のための特別休暇でしたが、令和４年度より対象を

中学就学前の子に拡大し、さらに令和７年度より取得事由も予防接種や健診、病気などに

よる看護のみならず、感染症に伴う学級閉鎖等や入園（入学）式及び卒園（卒業）式を理由

に取得できるようになりました。 

 

（６）人事評価への反映　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

仕事と生活の調和の推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場環境づくりに　

向けて採られた行動については、人事評価において適切に評価されるような制度の検討を行

います。 

 

２ 会計年度任用職員の勤務条件に関するもの 

会計年度任用職員についても、安心して子育てに取り組めるよう、育児に関わる休暇等の制

度や手続きに関して周知を図り、仕事と子育ての両立の支援を進めていきます。 

 

（１）会計年度任用職員制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

令和２年度から始まった会計年度任用職員制度では、これまでなかった育児休業や夏季休

暇を取得することが可能となりました。また、勤務条件にもよりますが、ボーナスや各種手

当も支給されることとなり、待遇も改善されています。これらのことを周知し、働きやすい

職場となるよう努めていきます。 

 

（２）年次有給休暇の取得促進について（実施時期：平成 22 年度から）　　　　　　　　　 

業務スケジュールを勘案しながら、可能な範囲で年次有給休暇の取得を推進します。 

家族や学校の行事への参加や夏季、年末年始の期間などと併せた年次休暇の利用を促進す

ることで、仕事と家庭の両立を支援していきます。 

 

３ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

（１）子育てバリアフリー （実施時期：第１期から継続）　　　　　　　　　　　　　　　　 

①　令和５年５月に開庁した新庁舎では、子育て世代の市民や職員が利用しやすい庁舎とな

るよう、授乳室（搾乳やおむつ交換も可）の設置などを行ってきました。 

また、外部からの来庁者の多い庁舎において、乳幼児と一緒に安心して利用できるトイ

レやベビーベッドの設置等を計画的に整備していきます。 

 

 年度 R１ R２ R３ R４ R５

 １人あたり取得日数 １２．１日 １２．６日 １２．７日 １３．５日 １３．６日

 取得率 ３２．６ ３３．１ ３３．８ ３５．７ ３５．８
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（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動（実施時期：第１期から継続）　　　　　　　　　 

①　地域において、子どもの健全育成、疾患・障害を持つ子どもの支援、子育て家庭の支援

等を行うＮＰＯや地域団体等について、その活動への職員の積極的な参加を支援します。 

②　子どもの多様な体験活動等の機会の充実を図るため、職場見学を実施することや、子ど

もが参加する地域の活動に敷地や施設の提供に努めます。 

③　子どもを交通事故から守るため、地域の交通安全活動への職員の積極的な参加を支援す

るとともに、公務に関し自動車の運転を行う者に対する交通安全教育等の交通安全に必

要な措置を実施します。 
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